「容器包装リサイクル制度見直しに係る最終取りまとめ（案）」へのパブリックコメント

【1】
＜意見の該当ページ＞6～11ページ「Ⅲ容器包装リサイクル制度見直しに係る具体的な施策案」
＜意見の概要＞市町村と消費者に、強い負担を強いておきながら、事業者は「自主的取組み」といった発生抑制策は、あまりにも公平性を欠く、非常識な案です。（約70字）

＜意見及び理由＞
1.市町村には「発生抑制の計画を作り、進捗を報告させ、公表させる」ことでお尻をたたき、消費者には「家庭ごみを有料化」（市民の負担増は数千億円になる）し、さらに「レジ袋は有料化」（消費者の負担層は750億円になる）にして、消費者に強い負担を強いて発生抑制をさせる。一方事業者には、負担を強いることなく「自主的な取り組み」をというものである。しかも、事業者はレジ袋有料化などで、700億円以上の「儲け」となる。このように、川上（製造・販売）を絞らないで、川下（消費者）を絞ろうとする、「大量生産を許して廃棄を絞ろうとする」これには無理があることは自明で、あまりにも公平性に欠け、非常識です。

2.こうした不公平な役割分担では、「レジ袋有料化」や「家庭ごみの有料化」への消費者の理解は得られません。

3.今後、市町村のプラスチック分別費用は、180億円の増加が予想される。これでは、市町村はリサイクル分別収集を進めることを止め、焼却の方向に向かうのではないかと、強く危惧される。

【2】
＜意見の該当ページ＞9ページ「（5）レジ袋等無料配布される容器包装に対する対策」
＜意見の概要＞レジ袋売上げは公的な3R推進資金すること。また、レジ袋無料配布中止が徹底できなければ「レジ袋税の導入を行う」の付帯事項を（約70字）

＜意見及び理由＞
1.レジ袋有料化で50％の削減効果があると仮定しても、＜レジ袋年間使用量300億枚×5円×50％＝750億円＞となり、事業者は大きな利益を得ます。これを事業者の儲けでなく、公的な基金として3R推進に振り向けるべきです。

2.今後5年間に、レジ袋無料配布中止が徹底できなければ、5年後の見直し時期に「レジ袋税の導入を行う」ことを、付帯事項として盛り込むべきです。

【3】
＜意見の該当ページ＞9ページ「（6）発生抑制等に係る指針の策定や達成状況の報告等による事業者の自主的な取組みの促進」
＜意見の概要＞「事業者の自主的な取組み」の効果の検証を国の事業（施策）として行うこと。そして5年間の検証の結果、自主的取り組みに効果が見られなければ、「拡大生産者責任の徹底を図る」ことを、法律の付帯事項としてつけること。（約100字）

＜意見及び理由＞
最終取りまとめ（案）では、「事業者が漏れなく取り組みに参加することを担保するためには、法的な枠組みの下でこうした取り組みの促進を図ることが必要」とし、具体的には「事業者への指導・助言、発生抑制等が著しく不十分な特定事業者に対しての勧告・公表・命令等の措置を構ずることが有効である」と、国の関与を示した。
しかし、これについては、どれだけ有効性があるのか、まったく疑問である。「指導、助言、公表。命令」は、「ただ乗り事業者」対策と同様の対応であり、しかも「ただ乗り事業者」対策では、最終的に「罰金50万円」が科せられている。それでも「ただ乗り事業者」対策は十分でないのが現状。まして「罰則」もない国の関与が、効果があるとはいえない。さらに、ほんの一部の「著しい事業者」に対してだけとなれば、国による「担保」は、ほとんど期待できない。やはり「強い法的な担保」が必要であり、国による検証が必要です。さらに、5年後までに事業者の自主的な取組みでは発生抑制ができなければ、「拡大生産者責任の徹底を図る」ことを、法律の付帯事項としてつけること。

以上

